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1. 研究の目的 

 首都圏には重要インフラや社会機能が一極集中し、

首都直下地震時の連鎖的被害波及と都市機能マヒが

大きな懸念材料となっている。その被害軽減を図るに

は、ライフライン相互連関および社会機能の相互依存

性に起因する被害波及構造を解明し、都市機能の防

護戦略と早期復旧戦略を確立することが必要である。

本研究テーマでは、被害波及と復旧過程を記述・解析

するモデルを構築して都市機能の防護戦略を策定し、

安全で迅速な機能過程の実現と地域防災力の向上を

図ることを目的とする。具体的には、「広域連携」、「復

旧調整」、「自律分散」という相互補完的な対策軸にお

ける被害軽減戦略を提案し、社会的インパクトを最小

化することを目的としている。 

 本研究は、以下のテーマについて 5 機関が分担し、

実施した。 

① ライフライン施設被害の相関性と復旧過程の実態

解明 千葉大学 山崎文雄、丸山喜久 

② ライフライン被害波及モデルと解析法の開発 

 岐阜大学 能島暢呂、久世益充 

③ 交通インフラ網等の復旧を基点とした広域連携に

よる復旧効率化に関する検討 筑波大学 庄司 学 

④ 自律分散型拠点構築による地域防災力向上 

 横浜国立大学 佐土原 聡、吉田 聡、稲垣景子、古

屋貴司、岡西 靖 

⑤ ライフラインの復旧最適化による企業の事業継続

性向上に関する検討 鹿島技術研究所 永田 茂 

研究の全体構成と個別テーマ間の関係を図 1 に示

す。研究全体は、「実態把握」、「モデル化と対策」、「シ

ミュレーション」の 3 つの大項目からなり、本年度の研究

事業は、いずれのテーマも「シミュレーション」に分類さ

れる。 

 

2. 研究成果の概要 

2.1  ライフライン施設被害の相関性と復旧過程の実

態解明 

 この研究では、近年の上水道管（配水管）の地震被

害データと観測された地震波形を用いて、配水管の被

害関数を提案した。さらに、この被害関数を用いて、東

京湾北部地震が発生した場合の上水道管の被害予測

を、1 都 3 県について一括に統一された手法で予測し

図 2 東京湾北部地震における上水道管の被害率 

図 3 木造建物全壊率と上水道被害率の相対評価 

図 1 相互に連関したライフラインの復旧最適化に関

する研究の構成とフロー 
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た。なお、この際には、1 都 3 県の地震被害想定に用い

られている都市基盤データ（250m メッシュ）を使用し

た。 

 1 都 3 県について広域かつ一括で被害想定を行うと、

都県境を超えて相対的に被害量を比較することができ、

広域連携や復旧調整の戦略を立てるのに有益と考え

られる。図 2 に、東京湾北部地震の際の 1 都 3 県で予

測される上水道管の被害率を示す。震度 6 弱以上の揺

れが予測されている東京湾側の地域で被害件数が多

く推定されており、震度 6 強が予測されている東京都東

部低地よりも千葉県などの東京湾側地域が大きくなっ

ている。水道統計を用いた都道府県別の上水道管管

種延長の分析結果によると、千葉県は地震に弱い石綿

セメント管（ACP）の残存距離が全国一であり、比較的

地震に強いダクタイル鋳鉄管（DIP）の敷設割合が小さ

い。また東京都では、配水管には DIP が主として使用さ

れていることが明らかとなっている。このような敷設され

ている管種の割合の違いが主として影響して、強い揺

れが予測されている東京都よりも千葉県の方が水道管

被害率が高く予測されていると考えられる。 

 図 3 に、木造建物の全壊率と上水道管の被害率がと

もに相対的に高かった地域を示す。ここで、木造建物

のデータは 1 都 3 県の地震被害想定に用いられている

都市基盤データ（250m メッシュ）であり、1 都 3 県を統一

された被害関数で、一括に被害予測を行った。木造建

物と上水道管の被害程度がともに高いと想定される地

域は、神奈川県横浜市中区、鶴見区、東京都墨田区、

江東区、千葉県浦安市、市川市、船橋市、千葉市中

央区、市原市などの一部の町丁目であり、東京湾沿い

の一部地域で地震被害が複合的に作用するものと予

測された。これらの地域では、倒壊した住宅による道路

閉塞が発生し、ライフラインの復旧に支障が生じる可能

性があるため、東京湾北部地震が発生した際には相対

的に迅速な緊急対応が望まれる地域であると考えられ

る。 

 

2.2  ライフライン被害波及モデルと解析法の開発 

この研究では、兵庫県南部地震における被災事例

に基づき構築されたライフライン被害・復旧過程の分析

モデルを地域固有のライフライン脆弱性を考慮できるよ

うに改善し、さらに、ハード面での対策効果を反映でき

るように改良した。また、この結果を用いて、東京湾北

部地震を対象とした復旧シミュレーションを行った。 

ライフライン被害・復旧過程の分析モデルの改良に

ついては、ライフライン施設の脆弱性やライフライン事

業者の地震防災対策の効果を考慮できるようにした。

電力供給システムについては、特筆すべき事項はなか

ったため変更なしとした。都市ガス供給システムについ
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図 4 所与の計測震度に対する供給率曲線の予測 
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図 5 東京湾北部地震で推定されるライフラインの供

給可能人口 
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ては、自動供給遮断装置が作動する SI 値に基づく機

能的フラジリティ関数を採用するとともに、初動体制確

立の面での改善を反映して復旧曲線の立ち上がりを早

期化してモデルを改良した。上水道システムについて

は、兵庫県南部地震の被災地域における水道事業者

の配水管の脆弱性と予測対象地域の脆弱性との違い

を考慮して、脆弱性指数に基づく改良を行う方法を示

した。図 4 に、電力、ガス、上水道（東京都）の供給率

曲線を示す。東京湾北部地震における震度暴露人口

を考慮し、図 4 を適用して 1 都 3 県の供給可能人口を

推定した。結果を図 5 に示した。 

 

2.3  交通インフラ網等の復旧を基点とした広域連携

による復旧効率化に関する検討 

 この研究は、道路交通インフラ網の中でも広域連携

に直結し、インターシティ間の道路交通を担う一般国道

クラスの道路網を対象に絞り、緊急交通路並びに緊急

輸送路としての機能支障が電力、ガス、上水、下水、通

信等の各種ライフラインの復旧遅延に与える影響を明

らかにした。さらに、その具体的な影響の低減を目指し

た広域連携・復旧効率化案を検討した。 

 シナリオ地震として、東京湾北部地震を想定する。緊

急道路ネットワークの発災後の機能を評価する際には、

物理的被害に伴う道路機能の低下及び渋滞等に伴う

通行支障（交通支障と定義）を考慮する必要がある。こ

こでは、物理的被害に伴う道路機能の低下を測る指標

として震度に曝露された道路延長距離（震度曝露距離

dSI）及び液状化危険度に曝された道路延長距離（PL

値曝露距離 dPL）を、道路渋滞の可能性を測る指標とし

て混雑度重み付距離 dc を、そして所要時間を測る目安

として混雑時平均所要時間 tc をそれぞれ用いる。 

指定拠点
広域応援事業者

＜停電軒数＞

■ 5万軒～

■ 1万～5万軒

■ 1,000～1万軒

■ 100～1,000軒

■ 緊急道路NW

 

 
図 6 指定拠点及び広域応援事業者の分布（電力）と

停電件数 
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(b) Case2 
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(c) Case3 

 

図 7 各ケースにおいて選択された経路（電力） 
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2.4  自律分散型拠点構築による地域防災力向上 

 この研究は、地方公共団体の災害対策本部が設置さ

れる庁舎と災害拠点病院を重要拠点と位置付け、自律

可能性の実態把握を行った。1 都 3 県（東京都、神奈

川県、埼玉県、千葉県）に立地する当該施設（都県庁

舎、政令市庁舎、東京 23 区および政令市の区役所庁

舎、災害拠点病院）に対し、平成 19 年度より建物設備

やエネルギー・水消費量等に関するアンケート調査を

継続してきた。さらに、この結果とライフライン施設被害

と被害波及モデル、広域連携による復旧効率化の検

討結果に基づく拠点の自律の必要性とあわせて分析し

た。 

 東京湾北部地震の際の庁舎と病院の上水用水槽貯

留水での給水機能維持期間と、各所在地の上水道

（配水管）の応急復旧日数との関係を図 8 に示す。給

水機能維持期間は、各施設の受水槽と中間・高置水

槽の容量を、当該施設の年間水消費量で除して算出

した。上水道（配水管）の応急復旧日数は、ライフライン

施設被害（2.1）と被害波及モデル（2.2）、広域連携によ

る復旧効率化の検討（2.5）に基づく市町村単位の平均

値である。全ての庁舎と病院で、水槽貯留水のみでは

需要量を復旧まで賄うことができない結果となった。病

院の方が、機能維持期間が短いが、井水・雨水・中水

利用は多い。井水を利用している場合、ポンプ用電源

を確保できれば、給水機能を維持できる可能性が高く、

雨水や中水を利用している施設では、貯留水を生活用

水として利用できる。ただし、井水・雨水・中水利用がな

く、水槽容量が１日分の需要量に満たない病院もあり、

給水機能の維持に支障が生じる可能性がある。 

 1 都 3 県の地方公共団体庁舎（島しょ部を除く）と災害

拠点病院の所在地における上水道（配水管）の応急復

旧日数と下水道（流下機能）の応急復旧日数を、図 9

に示す。庁舎では上下水道復旧に最大約１ヵ月間を要

し、病院では上水復旧に最大２週間、下水道復旧に約

１ヵ月を要する。都県別にみると、東京都区部は、上下

水道とも応急復旧日数が長く、下水道の応急復旧がよ

り長い。また、庁舎の約６割（都県・政令市の７割、東京

２３区と政令市区役所の９割）、災害拠点病院の約８割

が、上水道より下水道の応急復旧に日数を要するため、

上水道からの給水支障だけでなく、下水道への排水支

障も各施設で考慮する必要がある。 

 以上の結果をふまえて、配水管復旧まで上水用受水

槽と中間・高置水槽の貯留水で給水機能を維持できる

ケースと、維持できないケースに分類し、主な対応を整

理した。庁舎・病院の現状は、機能維持できないケース

に分類される結果となった。貯留水や地下水利用等で

y = x

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

0  5  10  15  20  25  30 

下
水

道
（流

下
機

能
）
の

応
急

復
日

数

上水道（配水管）の応急復旧日数

都県・政令市

市役所・２３区

区役所

町村役場

(a) 庁舎所在地 

y = x

0 

5 

10 

15 

20 

25 

0  2  4  6  8  10  12  14 

下
水

道
（
流

下
機

能
）
の

応
急

復
日

数

上水道（配水管）の応急復旧日数

神奈川県

埼玉県

千葉県

東京２３区

東京多摩部

(b) 災害拠点病院所在地 

 

図 9 上下水道の復旧日数 

図 10 配水管の復旧予測に用いた配水地区とピーク

時の復旧班数 

図 11 首都圏全域の総復旧班数の経時的推移 
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給水機能を維持できる場合においても、下水道復旧ま

では上水道の利用制限を受けると考えられるため、節

水等の配慮が求められる。 

 

2.5  ライフラインの復旧最適化による企業の事業継

続性向上に関する検討 

 この研究では、関連のサブテーマ担当者による被害

予測手法、相互連関評価手法を考慮しつつ、上下水

道の応急復旧過程の簡易評価モデルを用いて複数の

応急復旧戦略に関する上下水道の復旧過程解析を実

施した。 

 東京湾北部地震による埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県の上下水道施設の応急復旧日数の予測解析

を行った。応急復旧日数の予測方法としては、配水拠

点を中心としてメッシュでモデル化された配水本支管の

被害箇所数や給水人口等を考慮して面的に復旧過程

を予測する方法を用いた。応急復旧に従事する 1 都 3

県の総復旧班数は、中央防災会議首都直下地震対策

専門調査会（以下、専門調査会と呼ぶ）の報告を参考

に 1,200 班（1 班 10 人と仮定して 12,000 人）とし、給水

区域の被害箇所数に応じて比例配分した。配水本管

及び支管の復旧速度は、それぞれ 0.5 箇所/(班日)、

1.0 箇所/(班日)とし、また、配水池などの給水拠点の近

傍の被害の多いメッシュから順次復旧作業を進める戦

略を用いた。応急復旧日数を検討する際に使用した配

水地区と各配水地区に投入したピーク時復旧班数を

図 10 に示し、1 都 3 県の総復旧班数の経時的な推移

を図 11 に示す。ピーク時 1,200 班の復旧班は各配水地

区の被害箇所数に比例して配分するとともに、発災か

ら 8 日目または 3 日目にピーク時班数となる 2 種類の

応急復旧班の投入計画ⅠとⅡを使用した。 

 2 種類の復旧班投入計画のもとで 250m メッシュごとに

応急復旧日数を評価し、これを市区町村ごとの平均応

急復旧日数に整理した結果を図 12 に示す。専門調査

会では、発災後 1、2、4 日目の断水人口を示しており、

4 日目に支障率 10%以下に低下することから配水機能

停止地域は限定的と想定していると考えられる。一方、

本検討結果では、埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県

で広く被害が発生しており、復旧が早いと考えられる復

旧班投入計画Ⅱの 1 日目と 4 日目について応急復旧

が完了していない 250m メッシュの夜間人口を集計して

断水人口と支障率を求めたところ、1 日目で専門調査

会の約 3 倍の 98%、4 日目で 7 倍の 64%が断水する結

果となった（表 1）。 

 同様の方法で、下水道施設（汚水管）の応急復旧予

測を行った。なお、応急復旧予測の際の前提条件とな

る汚水管の被害予測式としては、近年の地震における

下水道管の被害分析に基づいて提案した予測式を用

表 1 断水人口の評価結果（中央防災会議の結果との

比較） 

 

 

 

図 12 汚水管の復旧予測で用いた下水処理区とピー

ク時の復旧班数 

図 13 首都圏全域の総復旧班数の経時的推移 

 

表 2 下水道の機能支障人口の評価結果（専門調査会

の結果との比較） 
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いた。応急復旧に従事する復旧班数としては、専門調

査会の報告に情報がないため上水道の半分の約 680

班（1 班 5 人と仮定し 3,400 人）をピーク時の班数とし、

被害延長に応じて各処理区に配分した。また、汚水管

の復旧速度は近年の被害地震時の応急復旧活動の

実態を踏まえて、口径 600 ㎜以上、600 ㎜未満の復旧

速度をそれぞれ 150m/(班日)、300m/(班日)とした。汚

水管の復旧作業は処理場に近く被害延長の大きなメッ

シュから順次実施する戦略を採用した。また、処理場の

応急復旧日数の予測方法としては、近年の被害地震

における復旧過程データをもとに作成した予測式を使

用し、処理場の復旧人員については十分な人数が配

置されるものとした。 

 図 12 に、応急復旧日数を検討する際に使用した下

水処理区と各処理区の被害延長に比例して配分した

ピーク時復旧班数を示す。また、図 13 には検討で使用

した首都圏全域における総復旧班数の 2 種類の経時

的な復旧班投入計画ⅠとⅡを示す。 

本検討の応急復旧班投入計画Ⅱの発災後 1 日目、

4 日目の結果を表 2 に示した。この表には、比較のため

専門調査会による発災後 1、2、4 日目の機能支障人口

を示した。本検討の応急復旧完了日数は専門調査会

の結果より約 10 日早くなっているが、4 日目の段階では

専門調査会の機能支障率約 1％に対して 77％と高い

支障率となった。専門調査会の復旧日数の評価方法

に関して不明点が多く単純に比較することはできない

が、専門調査会の評価では発災直後から膨大な復旧

資源を投入することを前提としていることが考えられる。 

 

3. アウトカム 

 以上のような一連の研究によって、1 都 3 県における

東京湾北部地震の際の上水道管、下水道管の被害予

測および相互連関を考慮した応急復旧予測、自律分

散型拠点の機能支障等を評価することが可能となった。

本研究の成果をダウンロードできるシステムを、京都大

学防災研究所で運営・管理しているマッシュアップシス

テムの一つのコンテンツとして構築する。本システムの

概要図を図 14 として示す。このシステムは、中小自治

体によるライフライン施設の地震被害想定の一助になり

企業の事業継続計画策定に利用できる。また公共施

設等の自律分散拠点の整備効果が明らかになるなど

が国民の「安全・安心」の実現にも寄与するものと期待

できる。 

 さらに、広域連携・復旧効率化の観点からみて、首都

圏の社会・経済機能に与えるマイナスのインパクトを最

小化・最適化する広域連携復旧方策のガイドライン案、

地方自治体や医療機関等を対象とした「自律分散拠

点」の計画や手法をとりまとめた提案書などを作成し

た。 

 

 

 
 

図 14 ライフライン被害・応急復旧予測結果ダウンロードシステムの概要 
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